
 
 
 

横浜市現市庁舎街区等活用事業の進捗状況について（報告） 

 

１ これまでの経緯 

平成２８年４月 土地活用の方向性を発表 

９月 「横浜市現市庁舎街区等活用事業審査委員会条例」制定 

１１月 実施方針【素案】発表 

平成２９年１月 市民意見募集、サウンディング型市場調査 

３月 実施方針 策定 

 

２ 横浜市現市庁舎街区等活用事業実施方針 

  別紙のとおり 

 

３ 今後の進め方 

（１）教育文化センター跡地 

リーディングプロジェクトである教育文化センター跡地については、本年秋頃を 

目途に事業者公募を開始 し、年度内に事業予定者を決定 する予定で進めています。 

（２）現市庁舎街区 

現市庁舎街区については、教育文化センター跡地の公募結果も踏まえ、30年度に 

事業者公募を開始する予定で進めています。 

（３）スケジュール（予定） 
 

５月 29日 ・審査委員会 

（主な議題）エリアデザインブック（仮称）の役割 

１      教育文化センター跡地活用事業 事業者公募の内容 

６～９月 ・審査委員会 

（主な議題）エリアデザインブック（仮称）（案） 

教育文化センター跡地活用事業 募集要項（案） 

秋頃 ・教育文化センター跡地活用事業 募集要項、及び、 

エリアデザインブック（仮称）の策定 

・教育文化センター跡地活用事業の 事業者公募を開始 

年明け～ ・審査委員会 

（主な議題）教育文化センター跡地活用事業 提案審査・選定 

年度内 ・審査委員会から市長への答申 

・本市による 事業予定者の決定 
 
※ 審査委員会は、必要に応じて開催します。 

平 成 2 9 年 ５ 月 3 1 日 
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横浜市現市庁舎街区等活用事業実施方針の概要 

市庁舎機能移転を契機とした関内駅周辺地区のまちづくりを進めるため、「新市庁舎整備基本計画

（平成 26 年 3 月）」に基づき、横濱まちづくりラボ等において、公民連携でまちづくりの検討を進

めてきました。 

このたび、サウンディング型市場調査等の結果及び横浜市現市庁舎街区等活用事業審査委員会の

意見を踏まえ、事業の目的や考え方を事業実施方針として定め、事業提案型の公募により関内・関

外地区の活性化の核づくりを進めていきます。（具体的な事業手法等は公募時までに定めます。）

１ 関内・関外地区の概要（掲載省略）【P2】※【 】は実施方針の頁（以下共通） 

２ 対象地の概要【P6～P8】 

現市庁舎街区 

敷地面積：約,16,400 ㎡ 

商業地域・容積率 800％ 

横浜都心機能誘導地区 

横浜市景観計画 

港町民間街区 

街区面積：約 9,000 ㎡ 

都市計画等は現市庁舎街

区に同じ 

地権者数約 30 名 

教育文化センター跡地 

敷地面積：約 2,600 ㎡ 

商業地域・容積率 800％ 

既存建物：ＲＣ造 11 階建 

延床面積：21,025 ㎡ 

３ 土地活用の基本的な考え方【P9】 

（１）目的

ア 「国際的な産学連携」「観光・集客」をテーマに

地区の賑わいと活性化の核づくりを行います。

イ 関内駅前の交通結節点機能を強化することで、都

心臨海部各地区の連携と回遊性を高めます。

ウ 横浜らしい街並み景観を誘導します。

（２）誘導する機能

ア 国際的な産学連携機能

「学＝知と創造」を呼び水に業務地区の再生につなげる

・特色ある研究を行う大学等の呼び込み、起業促進を行

うことで、新たな産業の創出を誘導します。

・その効果を周辺の民間ビルに波及させ、関内・関外地

区の業務機能の再生を図ります。

イ 観光・集客機能【P10】

人が集まり、周辺と結ばれる拠点をつくる

・ここに来たくなる新たな魅力（文化・芸術、スポーツ・

健康等）を誘導し、周辺と連携した観光・集客の拠点形

成を目指します。

・回遊の拠点となる交通広場を港町民間街区の再開発で誘導し、

新たな交通システム受入れ、鉄道・バスによる市内外へのア

クセス・観光案内機能等の充実などを目指します。

・集客と回遊性の向上により、関内・関外地区の賑わいを創出

します。

（３）民間事業を基本とした公民連携による事業推進【P11】

・事業提案型公募により、民間のノウハウを活かした魅力と活力あるまちづくりを進めます。

・本市支出を可能な限り抑制しつつ、活性化につながる提案に対し、市の支援も検討します。

・エリアマネジメントや防災など持続性のあるまちづくり、関内・関外地区の早期賑わいづくり、 

 地元活動との連携を求めます。 

・「地区の活性化」を重視し、周辺への波及効果の高い提案を高く評価します。 

（４）横浜らしい街並み景観の形成【P11】

・関内・関外地区には、歴史的建造物の保全活用等により開港以来の歴史・文化を伝える資産が

数多く残されており、横浜らしい街並み景観の形成への貢献についても高く評価します。

現市庁舎街区 

教育文化センター跡地 

港町民間街区 

行政棟 

市会 1 号棟（市民広間含む） 

市会２号棟 

市会３号棟 

中庭棟 

ＪＲ関内駅 

（南口） 

起業促進機能

大学等
企業等

関内地区

の民間ビルｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ

ﾈｯﾄﾜｰｸ

ＭＭ、山下ふ頭など

ホール、

スタジアム

等の集客機能

交通広場

周辺商業へ波及

別 紙



（５）関内・関外地区にふさわしい環境・空間の保全・創出【P11】

・横浜公園や、大通り公園等、緑豊かな空間が形成され、緑を継承しつつ、生物多様性にも配

慮した風格ある空間の保全・創出を進めます。

（６）「エリアデザインブック（仮称）」の策定【P12】 

・まちづくりイメージやデザイン等の考え方を伝えるものとして公募要項とは別に策定します。 

（７）周辺まちづくりとの連携【P12】

・横浜スタジアム・横浜文化体育館での大規模スポーツイベント、山下ふ頭開発や新たな交通

システム導入の動き、地元協議会の活動など、周辺との連携によりまちづくりを進めます。

・周辺の計画・構想で事業者公募までに確定できるものは、極力計画に織り込んでいきます。

４ 教育文化センター跡地活用事業について【P13】 

早期安全確保と関外地区の賑わい創出を図るため、関内駅周辺地区のリーディングプロジェク

トとして現市庁舎街区に先立ち提案を募集します。

（１）事業手法について

・早期安全確保と賑わい創出、及び市費削減を図るため、解体物件付きで土地を売却します。

（２）まちづくりの留意事項

・周辺の横浜文化体育館再整備事業や大通り公園活用と連携した賑わいづくりやイセザキモー

ルなどへ賑わいが波及する提案を評価します。

・地域貢献施設設置の提案を評価します。（例：民設のホール・ギャラリー・集会施設等）

・低層部（３階以下）は、賑わい施設を誘導するため非住居とします。

５ 現市庁舎街区活用について【P14】 

長年にわたり市役所があった象徴的な場所であり、市庁舎移転後も引き続きシンボルとなる土

地活用を進めていきます。また、周辺への波及効果が高い提案や港町民間街区との一体的な計画

の提案を求めていきます。 

（１）事業手法について

・関内駅前の大規模で整形な土地であり、将来にわたって、まちづくり上重要な場所となるた

め、土地は横浜市が所有したまま民間事業者のノウハウを活かした活用を行います。

・街区全体の利用を提案の前提とし、利用期間は民間事業者の意向等を考慮します。

（２）行政棟の活用

・市民からは、横浜らしい文化・景観の継承の視点で、現在の市庁舎の建物を保全活用してほ

しいという意見が多く寄せられています。一方で、地区の活性化のためには提案の自由度を

高めていく必要もあります。

・そこで、行政棟は活用を基本としつつ、「横浜らしい街並み景観の形成」及び「地区の活性化」

等に資する提案があれば柔軟に対応し、様々な提案を公平に評価します。

（３）新築棟の整備

・市会棟・市民広間等の部分では、既存建物の活用又は解体して新築棟を整備するなど、地区

の活性化と魅力につながる様々な提案を求めます。

６ 港町民間街区と現市庁舎街区の一体的なまちづくり【P15】 

・港町地区周辺まちづくり協議会では、市街地再開発事業の検討及び現市庁舎街区と一体的なま

ちづくりを進めることを決定し、横浜市は協力要請を受けています。

・現市庁舎街区と港町民間街区の一体的なまちづくりにより、関内駅前に相応しい賑わいと魅力

向上が期待できるため、港町民間街区と現市庁舎街区の一体的なまちづくりを進めます。

・民間街区の再開発実現に向け、地区計画等の総合的なまちづくり手法の活用も視野に、用途、

容積率、高さに係る都市計画等の見直しなど、より良いまちづくりに向けた検討を進めます。

７ 事業スケジュール（予定）【P16】 

・先行して教育文化センター跡地活用事業の事業者公募を行い、事業者選定結果の公表後に現

市庁舎街区活用事業の事業者公募を行う予定です。

※公募準備：公募要項策定・土地鑑定評価等の各種調査

教育文化センター 

跡地活用事業 

現市庁舎街区 

活用事業 

平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

公 募 ～ 契 約

公募～契約

公募準備

公募準備

平成 32 年度 

6 月 

市庁舎 

移転 

 8 月～9月 

東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ 


	1 常任委員会資料（現市庁舎街区等）【0529修正】
	1-1別紙（概要版）

